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平成３１年度仙北市農業 IoT 導入プログラム企画・運営業務委託仕様書 

 

１．本仕様書の位置づけ 

本書は、仙北市の基幹産業である農業分野にIoTを導入するためのプログラムを企画し、運

営する業務について、公募型プロポーザル方式によって受託者を選定するために策定した業

務想定仕様である。受託業務の効果的な遂行に資すると受託者が考えるものについては、想

定仕様に追加して提案することを妨げない。 

業務の正式な仕様は、契約締結前に調整する場合があるので、その点を踏まえて提案す

ること。 

 

２．委託業務名 

仙北市農業 IoT 導入プログラム企画・運営業務 

 

３．目的 

本市農業の様々な課題を解決する手法として、センサー技術、通信技術を含む IoT を導

入し、作業の効率化、生産性の向上、ビジネスモデルの構築および普及を目指すことで産

業振興を図る。 

また、IoT 導入による将来の仙北市の農業について検討し、高齢者や未経験者でも取り組

むことができる「稼げるスマート農業」、「持続可能な低コスト農業」の確立を目的とする。 

 

４．業務期間 

契約締結日から平成３１年９月２７日（金） 

 

５．業務内容 

（１）農業 IoT 実証の実施 

仙北市内の農業経営体（以下「経営体」という。）を対象として、育苗ハウスの温湿

度管理及び圃場の水位・水温を管理するセンサー技術及び通信技術を導入する農業IoT実

証を行うこと。２つ以上の経営体を対象とする。 

なお、本実証業務においては、以下の点に留意すること。 

 

【育苗ハウスの温湿度管理】 

(ア)１経営体あたり育苗ハウス１棟以上の温湿度を計測すること。 

(イ)契約締結後、速やかに機器を設置して計測を開始し、対象となる経営体の田植え

終了まで（２か月程度）データを計測すること。 

(ウ)あらかじめ設定した温度（上限・下限）に達した場合に、タブレット等へメール

等で通知するアラート機能を有すること。 
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【圃場の水位・水温管理】 

(ア)１経営体あたり２ヘクタール以上の圃場の水位・水温を計測することを原則とす

るが、対象面積については経営体と協議の上決定する。水位・水温センサーは圃

場１ヘクタールあたり２か所以上を設置すること。 

(イ)契約締結後、経営体の農作業にあわせて機器を設置して計測を開始し、対象とな

る経営体の圃場で水位・水温計測の必要がなくなるまで（４か月程度）データを

計測すること。 

(ウ)あらかじめ設定した水位・水温（上限・下限）に達した場合に、タブレット等へ

メール等で通知するアラート機能を有すること。 

 

【共通仕様】 

(ア)計測データはインターネットを介して、タブレット、スマートフォンまたはＰＣ

等でリアルタイムに確認できること。なお、データを確認するための機器として、

１経営体あたりタブレット１台以上を貸与すること。 

(イ)少なくとも１時間毎の計測データを集積し、集積データはグラフ等で表示できる

こと。 

(ウ)実証に必要なIoT機器等は、自社製または保守を含むリースまたはレンタルとし、

実証終了後速やかに撤去すること。 

(エ)対象となる経営体に対しては、事業の開始から終了まで、機器の取扱説明を含め、

随時実証のサポートをすること。 

(オ)個人農家（小規模農家）への導入も視野に入れ、システムの構築、運用にかかる

費用など、低コスト化を図ること。 

(カ)仙北市内の経営体（個人農家を含む）または将来市内で農業を営む事業者等を対

象に、実証成果の報告会を開催すること。 

報告会は、下記①～③を含んだ内容とし、市内で１回以上開催すること。 

 

① 全国で行われている農業IoT技術を活用した事業や事例について、利便性

や必要経費等、費用対効果を整理し、農業IoT技術に知見を有する者への

ヒアリング内容を含めた情報提供。 

② 本業務で実施した農業IoT実証の概要説明と成果報告。 

③ 農業IoTの導入に向けた課題抽出など、説明会参加者の意見集約。 

 

(キ)実証によって得られたデータや実証対象の経営体の意見及び報告会での意見等を

踏まえ、将来の仙北市の農業におけるIoT機器とデータの活用方法について考察し、

とりまとめること。 
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（２）実証事業報告書等の提出 

  事業の成果物として、業務期間終了までに次のものを提出すること。 

(ア)（１）の内容をまとめた実証事業報告書１０部。Ａ４サイズ、両面印刷（簡易製本）。 

(イ)実証の概要及び考察をまとめたリーフレット２，０００部。Ａ４サイズ（Ａ３二つ

折り）。 

(ウ)実証事業に関係するデータ一式２部。ＣＤ－ＲまたはＤＶＤ－Ｒに格納。 

 

６．業務の進め方 

委託期間中は、適宜電話・電子メール等で業務の進め方の協議や資料等の確認を行い

ながら、定期的に担当者打合せを実施すること（月２回以上）。 

 

７．留意事項 

（１）本業務委託で作成された成果物に関する全ての所有権は市に帰属すること。 

（２）この業務を遂行するにあたり受託者が第三者に損害を与えた場合、また業務遂行に

際し受託者の従業員や機械・設備等に事故や盗難が発生した場合は、全て受託者の

責任において解決すること。 

（３）受託者は、業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。委託期間終了後も同様とす

る。 

（４）本業務は、地方創生推進交付金を受けて実施するものであることから、受託者とな

った場合は、関係する書類等を、業務が終了した年度の翌年度から起算して５年間

は事務所に保管しておくこと。 

 

８．その他 

（１）委託料の支払いは、業務完了後の実績報告等に基づき行う。 

(２）本仕様書に定めのない事項は、協議の上、決定する。 

 

 


